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資料２ 

福岡市障がい者差別解消条例たたき台 

たたき台 理由等 

福岡市障がいを理由とする差別をなくし障がいのある人もない人も

共に生きるまちづくり条例 
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附則 

 

 

すべて人は、障がいの有無にかかわらず、平等に、かけがえ

のない個人として尊重され、地域社会で自らの個性と能力を発

揮しながら心豊かに生活する権利を有している。 

 

しかしながら、現実には、日常生活の様々な場面において、

障がいのある人が障がいを理由として不利益な取扱いを受けて

いるという実態がある。また、障がいのある人が、自己実現を

求め、自ら望むような社会参加をしたいと願っても、それを困

難にしている物理的な問題に加え、障がいや障がいのある人に

対する誤解、無理解、偏見などに基づく社会的障壁が存在し、

障がいのある人の社会参加の妨げとなっている。障がいのある

人の多くがこのような不利益な取扱いや社会的障壁のために、

自ら望む生き方を諦めざるを得ず、日常生活の様々な場面にお

いて家族等に依存することを余儀なくされ、その家族等を失え

ばたちまち生活自体が困難になってしまう状況にあり、家族等

の不安もまた非常に深刻かつ切実である。 

 

そのような中で、平成18年に国際連合において障害者の権利

に関する条約が採択され、障がいのある人の社会参加の妨げと

なっている社会的障壁を社会の責任で取り除き、障がいを理由

とする差別をなくし、障がいのある人もない人も等しく基本的

人権を享有する社会を目指すことが国際的に求められるように

なった。 
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日本国憲法においては、個人の尊重と法の下の平等がうたわ

れており、我が国では、障害者の権利に関する条約の批准や障

害者基本法の改正、障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律の制定など、障がいを理由とする差別の解消に向けた

様々な取組みがなされてきた。 

 

福岡市においても、国際社会や国の動向を踏まえた取組みを

進めてきたが、障がいを理由とするいかなる種類の差別もない

社会を実現するためには、市、事業者及び市民が一体となって

努力していくことが必要である。 

 

このような認識のもと、障がいを理由とする差別の解消の推

進に向けた基本理念を明らかにし、障がいの有無にかかわら

ず、すべての人が個人として尊重される社会の実現を目指し

て、この条例を制定する。 

 

第１章 総則  

（目的）  

第１条 この条例は、障がいを理由とする差別の解消の推進に

関し、基本理念を定め、市及び事業者の責務並びに事業者及

び市民の役割を明らかにするとともに、施策の基本となる事

項を定めることにより、障がい者が、社会を構成する主体の

一員として、自らの意思で社会のあらゆる分野における活動

に参画し政策決定に関わることができる環境を構築し、もっ

てすべての人が相互に人格と個性を尊重し合いながら共に生

きる社会の実現に資することを目的とする。 

 

委員意見を踏まえ修正。 

（定義）  

第２条 この条例において使用する用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

 

(1) 障がい者 身体障がい、知的障がい、精神障がい、発達

障がい、難病その他の心身の機能の障がい（以下「障が

い」と総称する。）がある者であって、障がい及び社会的

障壁により継続的、断続的又は周期的に日常生活又は社会

生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

（意見あり） 

国の基本方針において同様の

議論があり、規定は見送られ

ているため未反映（参考資料

１参照）。 

【委員意見】 

※障がい者の定義において、

過去、未来、推測による障

がい、家族や関係者も加え

るかどうかの検討が必要。 

(2) 社会的障壁 障がいがある者にとって日常生活又は社会

生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制

度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

 

(3) 障がいを理由とする差別 客観的に正当かつやむを得な

いと認められる特別の事情がないにもかかわらず、不当な
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差別的取扱いを行い、又は合理的配慮をしないことをい

う。 

(4) 不当な差別的取扱い 正当な理由なく、障がいを理由と

して、障がい者でない者と異なる不利益な取扱いをするこ

とをいう。 

（意見あり） 

国の基本方針において同様の

議論があり、規定は見送られ

ているため未反映（参考資料

１参照）。 

【委員意見】 

※差別概念の定義がなく、間

接差別、関連差別、ハラス

メントについての検討が必

要。 

(5) 合理的配慮 障がい者の性別、年齢及び障がいの状態に

応じた社会的障壁の除去のための必要かつ合理的な現状の

変更又は調整をいう。 

 

(6) 事業者 市内で事業を行う者（国、独立行政法人等、地

方公共団体（地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第３

章の規定の適用を受ける地方公共団体の経営する企業を除

く。）及び地方独立行政法人を除く。）をいう。 

 

(7) 独立行政法人等 障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律（平成25年法律第65号。以下「法」という。）

第２条第５号に規定する独立行政法人等をいう。 

 

(8) 地方独立行政法人 法第２条第６号に規定する地方独立

行政法人をいう。 

 

（市の責務）  

第３条 市は、第６条の基本理念にのっとり、障がい、障がい

者及び障がいを理由とする差別の解消に対する理解の促進を

図るとともに、障がいを理由とする差別の解消に関する施策

を策定し、及びこれを実施するものとする。 

２ 市は、障がいを理由とする差別及びその解消のための取組

に関する情報の収集、整理及び提供に努めるものとする。 

 

（意見あり） 

 

 

 

 

委員意見を踏まえ追加 

 

 

法制課確認。法より具体的な

内容でなければ規定を置く意

味がないため規定せず。 

【委員意見】 

国との役割分担、相互連携、

協力について明文化する。 

（事業者の役割責務） 委員意見を踏まえ修正 

第４条 事業者は、第６条の基本理念にのっとり、障がいを理 【資料３】協議事項１ 



4/15 

たたき台 理由等 

由とする差別の解消のための取組みを積極的に行うととも

に、市が実施する障がいを理由とする差別の解消に関する施

策に協力するよう努めるものとする。 

（市民の役割）  

第５条 市民は、次条の基本理念にのっとり、障がいを理由と

する差別をなくすよう努めるとともに、すべての人が相互に

人格と個性を尊重し合いながら共に生きる社会の構築に寄与

するよう努めるものとする。 

 

第２章 基本理念  

第６条 障がいを理由とする差別の解消の推進は、次に掲げる

基本理念に基づき行うものとする。 

 

(1) すべての障がい者が、障がい者でない者と等しく、基本

的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その

尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有すること。 

 

(2) 何人も、障がいを理由とする差別により障がい者の権利

利益を侵害してはならないこと。 

 

(3) 社会的障壁の除去のためには、合理的配慮を行うことが

促進される必要があること。 

 

(4) 何人も、障がい者との交流を通じて障がい又は障がい者

に対する理解を深めていくこと。 

（意見あり） 

【資料３】協議事項２ 

(5) 障がいを理由とする差別に関する紛争が発生した場合に

は、相手方の立場を踏まえた建設的な対話を行うことによ

り解決することを基本とすること。 

 

(6) すべての障がい者は、どこで誰と生活するかについての

選択の機会が保障され、地域社会において他の人々ととも

に暮らす権利を有すること。 

 

(7) すべての障がい者は、言語（手話を含む。）その他の意

思疎通のための手段及び情報の取得又は利用のための手段

を選択する機会が保障される権利を有するとともに、障が

い者に対しては、コミュニケーション及び意思決定の支援

並びにこれらの選択の機会を保障する必要があること。 

（意見あり） 

【資料３】協議事項３ 

(8) 女性である障がい者は、障がいに加えて女性であること

により複合的に困難な状況に置かれている場合があるこ

と、及び児童である障がい者に対しては、年齢に応じた適

切な支援が必要であることを踏まえること。 

 

（意見あり） 国の方針等を考慮し、追加し

ない（参考資料３参照）。 
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【委員意見】 

障がいがあることによる差別

をしない人間の形成のための

教育、療育及び保育の重要性

に鑑み、障がいのある人と障

がいのない人が共に生き、共

に育ちあう社会を実現するた

め、可能な限り同じ場所で教

育、保育及び療育を実施する

よう努めるものとする。 

(9) 非常災害時において障がい者の安全を確保するため、非

常災害に備えた地域における支援体制の整備及び非常災害

発生時における適切な支援が求められること。 

 

第３章 障がいを理由とする差別の禁止  

（意見あり） 【資料３】協議事項４ 

（不当な差別的取扱いの禁止）  

第７条 市（市が設立した地方独立行政法人を含む。次条第１

項及び第21条第３号において同じ。）及び事業者は、その事

務又は事業を行うに当たり、次に掲げる取扱いその他の不当

な差別的取扱いにより、障がい者の権利利益を侵害してはな

らない。 

 

(1) 福祉サービスの分野における次に掲げる取扱い  

ア 第三者の生命、身体又は財産を保護するためやむを得

ない場合その他の客観的に合理的な理由がある場合を除

き、障がいを理由として、福祉サービスの提供を拒否

し、若しくは制限し、又はこれに条件を付すること。 

 

イ 福祉サービスの利用に関する適切な相談及び支援が行

われることなく、障がい者の意思に反して、障害者支援

施設（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成17年法律第123号）第５条第11項に規

定する障害者支援施設をいう。）その他の福祉サービス

を行う施設における生活を強制すること。 

 

(2) 医療の分野における次に掲げる取扱い  

ア 第三者の生命、身体又は財産を保護するためやむを得

ない場合その他の客観的に合理的な理由がある場合を除

き、障がいを理由として、医療の提供を拒否し、若しく

は制限し、又はこれに条件を付すること。 

 

イ 他の法令に特別の定めがある場合を除き、障がい者の

意思に反して、入院その他の医療を受けることを強制
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し、又は自由な行動を制限すること。 

(3) 教育、療育及び保育の分野における次に掲げる取扱い  

ア 教育、療育及び保育において必要と認められる適切な

指導又は支援が行われないことについてやむを得ない場

合その他の客観的に合理的な理由がある場合を除き、障

がいを理由として、教育、療育若しくは保育を行うこと

を拒否し、若しくは制限し、又はこれらに条件を付する

こと。 

委員意見を踏まえ追加（一部

文言修正「適切な指導及び支

援」→「適切な指導又は支

援」） 

イ 障がい者若しくはその保護者（学校教育法（昭和22年

法律第26号）第16条に規定する保護者をいい、同条に規

定する保護者のない場合における里親（児童福祉法（昭

和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により委

託を受けた里親をいい、里親のない場合における当該子

女の監護及び教育をしている者を含む。）を含む。）の

意見を聴かず、若しくは意思を尊重せず、又はこれらの

者に必要な説明を行わずに、障がい者が就学する学校

（学校教育法第１条に規定する小学校、中学校、中等教

育学校（前期課程に限る。）又は特別支援学校（小学部

及び中学部に限る。）をいう。）を決定すること。 

 

（意見あり） 不当な差別的取扱いの定義と

矛盾するため、規定せず。 

【委員意見】 

ウ 障がい者の年齢及び能力

に応じ、かつその特性を踏

まえた十分な教育、療育又

は保育が受けられるように

するために必要な指導又は

支援を行わないこと。 

(4) 雇用の分野における次に掲げる取扱い  

ア 業務の性質上やむを得ない場合その他の客観的に合理

的な理由がある場合を除き、障がいを理由として、障が

い者の応募若しくは採用を拒否し、若しくは制限し、又

はこれらに条件を付すること。 

 

イ 合理的配慮をしてもなお業務の遂行が困難な場合その

他の客観的に合理的な理由がある場合を除き、障がいを

理由として、賃金、労働時間、配置、昇進、教育訓練、

福利厚生その他の労働条件について障がい者でない者と

異なる不利益な取扱いをし、又は解雇若しくは退職を強

制すること。 

 

(5) 建物及び公共交通機関の分野における次に掲げる取扱い  
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ア 建物の構造上やむを得ないと認められる場合その他の

客観的に合理的な理由がある場合を除き、障がいを理由

として、不特定多数の者の利用に供される建物の利用を

拒否し、若しくは制限し、又はこれに条件を付するこ

と。 

 

イ 旅客施設（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律（平成18年法律第91号）第２条第５号に規

定する旅客施設をいう。）又は車両等（同条第７号に規

定する車両等をいう。）の構造上やむを得ないと認めら

れる場合その他の客観的に合理的な理由がある場合を除

き、障がいを理由として、公共交通機関（交通機関の用

に供する電車、バス、船舶、タクシー及び飛行機をい

う。）の利用を拒否し、若しくは制限し、又はこれに条

件を付すること。 

 

(6) 情報の提供及び意思表示の受領の分野における次に掲げ

る取扱い 

 

ア 障がい者から情報の提供を求められた場合において、

当該情報の提供により他の者の権利利益を侵害するおそ

れがあると認められるときその他の客観的に合理的な理

由があるときを除き、障がいを理由として、当該情報の

提供を拒否し、若しくは制限し、又はこれに条件を付す

ること。 

 

イ 障がい者が意思を表示する場合において、その選択し

た意思表示の方法によっては当該意思を確認することに

著しい支障があるときその他の客観的に合理的な理由が

あるときを除き、障がいを理由として、当該意思表示の

受領を拒否し、若しくは制限し、又はこれに条件を付す

ること。 

【資料３】協議事項５ 

 

(7) 商品の販売等及び不動産の売買等の分野における次に掲

げる取扱い 

 

ア 客観的に合理的な理由がある場合を除き、障がいを理

由として、商品の販売若しくはサービス（福祉サービス

を除く。）の提供を拒否し、若しくは制限し、又はこれ

らに条件を付すること。 

 

イ 建物の構造上やむを得ないと認められる場合その他の

客観的に合理的な理由がある場合を除き、障がいを理由

として、不動産の売買、賃貸、転貸若しくは賃借権の譲

渡を拒否し、若しくは制限し、又はこれらに条件を付す

ること。 

 

(8) スポーツ、文化芸術活動その他の生涯学習活動を行う場 委員意見を踏まえ追加 
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合において、スポーツ、文化芸術活動その他の生涯学習活

動を行うことを拒否し、若しくは制限し、又はこれらに条

件を付け、その他障がい者でない者と異なる不利益な取扱

いをすること。 

（合理的配慮の提供）  

第８条 市及び事業者は、その事務又は事業を行うに当たり、

障がい者及びその家族その他の関係者から現に社会的障壁の

除去を必要としている旨の意思の表明があった場合におい

て、その実施に伴う負担が過重でないときは、障がい者の権

利利益を侵害することとならないよう、合理的配慮をしなけ

ればならない。 

委員意見、法改正を踏まえ修

正（第１項と第２項を統

合）。 

削除  

（意見あり） 【資料３】協議事項６ 

（意見あり） 基本方針では、「行政機関等

及び事業者は、過重な負担に

当たると判断した場合は、障

害者に丁寧にその理由を説明

するものとし、理解を得るよ

う努めることが望ましい。」

とあり、法においても具体的

な規定はなく、逐条解説など

へ記載することで対応しては

どうか。 

【委員意見】 

市及び事業者は、不当な差別

的取り扱いに該当しない正当

な理由があると判断する場合

及び合理的配慮の不提供に該

当しない過重な負担になると

判断する場合には、障がい者

にその内容を説明し、理解を

得るよう努めるものとする。 

第４章 障がいを理由とする差別を解消するための施策

等 

 

第１節 基本的な施策  

（啓発活動等）  

第９条 市は、事業者及び市民が多様な障がいのある人の状況

を理解し、障がい、障がい者及び障がいを理由とする差別の

解消に対する理解を深めるために計画的に必要な啓発活動を

委員意見を踏まえ一部修正 

※具体的な計画名は規定せ

ず、「計画的に」と規定。 
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行うとともに、事業者が障がいを理由とする差別の解消のた

めの取組みを積極的に行うことができるよう、事業者に対

し、情報の提供を行うものとする。 

※研修の実施については、必

要な啓発活動に含まれるた

め、追加せず。 

※小学校等学校教育に関して

も、現行の啓発活動として

既に実施しており、追加せ

ず。 

【委員意見】 

・第９条 市は、事業者及び

市民が多様な障がいのある

人の状況を理解し、障が

い、障がい者及び障がいを

理由とする差別の解消に対

する理解を深めるために、

福岡市保健福祉総合計画や

障がい福祉計画に数値目標

を記載するなど計画的に、

必要な啓発活動を行うとと

もに、（略）事業者に対

し、情報の提供および研修

を行うものとする。 

・小学校等学校教育の中で障

がいや障がい者への理解を

深める啓発活動が必要であ

る（改正文案なし）。 

２ 市長は、職員が多様な障がいのある人の状況を理解し、職

員に対し、障がい、障がい者及び障がいを理由とする差別の

解消に対する理解を深めるため計画的に研修の機会を確保す

るものとする。 

委員意見を踏まえ一部修正 

※「計画的に」と規定。 

【委員意見】 

２ 市長は、職員が多様な障

がいのある人の状況を理解

し、職員に対し、（略）第１

項と同様に計画的に研修の機

会を確保するものとする。 

（意見あり） 推進会議の所掌事務の関係も

あり、規定せず 

【委員意見】 

３ 第１項及び第２項の啓発

活動や研修に取り組むに当

たっては、障がい者、その

家族その他関係者の意見を
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聞くものとする。 

（交流の推進）  

第10条 市は、障がい者と障がい者でない者の交流の推進に必

要な施策を実施するものとする。 

 

（相談体制の充実）  

第11条 市は、第６条の基本理念にのっとり、障がいを理由と

する差別に関する相談に的確に応じるための人材の育成及び

確保のための措置その他の必要な体制の充実を図るものとす

る。 

 

委員意見を踏まえ修正 

２ 市は、前項の体制を整備するに当たっては、障がい者の権

利擁護の視点を踏まえつつ、当該体制が次の各号のいずれに

も該当するよう考慮するものとする。 

委員意見を踏まえ一部修正 

※その他の意見は修正の理由

が不明であり、修正せず。 

【委員意見】 

２ 市は、前項の体制を整備

するに当たっては、障がい

者の権利擁護の視点を踏ま

えつつ、当該体制が次の各

号のいずれにも該当するよ

うしなければならない。 

(1) 相談をする人にとって身近に相談窓口があること。  

(2) 障がい及び障がい者に関し専門的知識を有する者が相談

を受けること。 

相談体制は、障がい者基幹相

談支援センター・障がい者１

１０番で受け、個別支援は障

がい者１１０番で行う（現行

体制のとおり）ため、現状の

ままとする。 

【委員意見】 

・(2) 障がい及び障がい者に

関し専門的知識を有する者

並びに当事者又は家族が相

談を受けること。 

・障がい当事者によるピア相

談の窓口があることも知ら

しめてはどうか（改正文案

なし）。 

（意見あり） 第１項に「第６条の基本理念

にのっとり」との規定があ

り、提案内容は第６条第２号

と重複するため、追加しな
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い。 

【委員意見】 

(3) 障がい者差別が障がい者

の人権を侵すものであること

を認識すること。 

（表彰）  

第12条 市長は、障がいを理由とする差別の解消に関して功績

のあった者に対し、表彰を行うことができる。 

委員意見を踏まえ修正 

（財政上の措置）  

第13条 市長は、障がいを理由とする差別の解消に関する施策

を実施するため、予算の範囲内において、必要な財政上の措

置を講じるものとする。 

 

第２節 障がいを理由とする差別に関する相談等  

（相談）  

第14条 障がい者及びその家族その他の関係者又は事業者は、

市に対し、障がいを理由とする差別に関する相談をすること

ができる。 

既に相談窓口の所在の周知は

実施済であるため、追加しな

い。 

【委員意見】 

（略）なお、市は、相談窓口

の所在を市民に周知するこ

と。 

２ 市は、前項の規定による相談（以下「個別相談」とい

う。）を受けた場合は、必要に応じて次に掲げる対応を行う

ものとする。 

 

(1) 必要な説明、情報の提供その他の障がいを理由とする差

別を解消するために必要な支援 

 

(2) 個別相談に係る事案の関係者間の調整又はあっせん  

(3) 関係行政機関に対する通告、通報その他の通知  

(4) 次条第１項の規定による申出をするために必要な支援  

（市長への申出）  

第15条 個別相談をした障がい者及びその家族その他の関係者

は、前条第２項の対応により解決が図られない事案につい

て、市長に対し、必要な措置を講じ、又は指導若しくは助言

をするよう申出をすることができる。ただし、当該申出をす

ることが当該障がい者の意思に反することが明らかであると

きは、当該障がい者の家族その他の関係者は、当該申出をす

ることができない。 

 

２ 市長は、前項の規定による申出があったときは、当該申出

に係る事実について必要な調査を行うことができる。 
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３ 第１項の規定による申出に係る事業者は、前項の調査が行

われるときは、これに誠実に協力しなければならない。 

 

４ 市長は、第１項の規定による申出があったときは、処理の

経過及び結果を当該申出をした者に通知するものとする。た

だし、第17条の規定により当該申出に係る事案を福岡市障が

い者差別解消審査会に諮問したときその他特別の理由がある

ときは、この限りでない。 

 

（指導又は助言等）  

第16条 市長は、前条第２項の調査の結果、前条第１項の規定

による申出に相当の理由があると認めるときは、福岡市障が

い者差別解消推進会議の意見を聴いたうえで、必要な措置を

講じ、又は指導若しくは助言をするものとする。 

 

（審査会への諮問）  

第17条 市長は、前条の規定による指導又は助言（第７条又は

第８条の規定に違反することを理由としてなされたものに限

る。）をした場合において、当該指導又は助言を受けた事業

者（以下「特定事業者」という。）が正当な理由なく当該指

導又は助言に従わないときは、福岡市障がい者差別解消審査

会に諮問することができる。 

合理的配慮が義務化されるこ

とに伴い「又は第８条」を追

加。 

 

国、県の差別的取扱い等も対

象にすることは、第１条の範

囲外と考えられるとの法制課

見解があり、規定しない。 

【委員意見】 

国、福岡県、福岡市又は事業

者（以下「特定事業者」とい

う。）が正当な理由なく当該

指導又は助言に従わないとき

は、（略） 

（勧告）  

第18条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、特定

事業者に対し、障がい者の権利利益を侵害しないための具体

的な措置を示して勧告することができる。 

 

(1) 福岡市障がい者差別解消審査会が勧告の必要があると認

めたとき。 

 

(2) 特定事業者が正当な理由なく第30条の規定による出席の

求めに応じず、又は虚偽の説明をし、若しくは資料を提出

したとき。 

 

(3) 特定事業者が指導又は助言に従わないことにより、障が

いを理由とする差別の解消の推進に支障が発生し、又は拡

大するおそれがあり、これらを防止するため緊急の必要が

あると認めるとき。 
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（公表）  

第19条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が、正当な

理由なく当該勧告に従わないときは、その旨を公表すること

ができる。 

 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとする場合には、

あらかじめ、当該公表をされるべき者に対しその理由を通知

し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

 

第５章 福岡市障がい者差別解消推進会議  

（設置）  

第20条 市長の附属機関として、福岡市障がい者差別解消推進

会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

 

２ 推進会議は、法第17条第１項に規定する障害者差別解消支

援地域協議会を兼ねるものとする。 

 

（所掌事務）  

第21条 推進会議は、次に掲げる事務を行う。  

(1) 障がいを理由とする差別の解消に関し必要と認められる

事項について調査審議すること。 

 

(2) 法第18条第１項に規定する事務  

(3) 第16条の規定に基づき、市長から意見を求められた事案

について、意見を述べること（市が第７条又は第８条第１

項の規定に違反した場合にその事実を公表することを求め

ることを含む。）。 

 

(4) 前３号に掲げるもののほか、障がいを理由とする差別を

解消するために必要な事務 

 

２ 推進会議は、障がいを理由とする差別の解消に関する重要

な施策に関し、市長に対し、意見を述べることができる。 

 

（組織及び委員）  

第22条 推進会議は、委員30人以内をもって組織する。  

２ 委員は、障がい者並びに福祉、医療、教育、雇用その他障

がい者の権利の擁護について優れた識見及び実務経験を有す

る者及び公募で応募した者のうちから、市長が任命する。 

公募の規定は追加。その他の

意見は規則の規定を考慮し、

変更しない。 

【委員意見】 

・（略）及び公募で応募した

者のうちから、障がいの状況

の多様性に配慮することに留

意し、市長が任命する。 

３ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならな

い。その職を退いた後も、また同様とする。 

 

（部会）  
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第23条 推進会議に、次に掲げる事務を行わせるため、相談部

会を置く。 

(1) 第14条第２項の個別相談及び相談部会に属する委員が所属

する機関が対応した障がいを理由とする差別に関する相談に

ついて、問題解決に向けて分析及び助言（次号に規定する事

項を除く）を行うこと。 

(2) 第21条第１項第２号及び第３号に関する事項 

(3) 第11条第１項の体制及び障がいを理由とする差別に関する

相談に係る対応のあり方を検討すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、障がいを理由とする差別に関

する相談に係る事項について検討すること。 

委員意見を踏まえ修正 

２ 推進会議は、必要に応じて、その他の部会を置くことがで

きる。 

委員意見を踏まえ修正 

（参考人の出席）  

第24条 推進会議は、必要があると認めるときは、会議に参考

人の出席を求め、意見を聴くことができる。 

 

（推進会議への委任）  

第25条 この章及び第33条の規定に基づく規則に定めるものの

ほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、推進会議が定め

る。 

 

第６章 福岡市障がい者差別解消審査会  

（設置）  

第26条 市長の附属機関として、福岡市障がい者差別解消審査

会（以下「審査会」という。）を置く。 

 

（所掌事務）  

第27条 審査会は、第17条の規定による諮問に応じ、当該諮問

に係る事案について調査審議を行う。 

 

（組織及び委員）  

第28条 審査会は、委員５人以内をもって組織する。  

２ 委員は、障がい者並びに審査会の権限に属する事項に関し

公正な判断をすることができ、かつ、法律、行政又は障がい

者の権利の擁護について優れた識見及び実務経験を有する者

のうちから、市長が任命する。 

 

３ 第22条第３項の規定は、審査会の委員について準用する。  

（専門委員）  

第29条 審査会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を

置くことができる。 

 

２ 専門委員は、障がい者の権利の擁護その他の専門の事項に

関し優れた識見及び実務経験を有する者のうちから、市長が

 



15/15 

たたき台 理由等 

任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したとき

は、解任されるものとする。 

 

４ 第22条第３項の規定は、専門委員について準用する。  

（参考人の出席等）  

第30条 審査会は、必要があると認めるときは、会議に参考人

の出席を求め、説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を

求めることができる。 

 

（審査会への委任）  

第31条 この章及び第33条の規定に基づく規則に定めるものの

ほか、審査会の運営に関し必要な事項は、審査会が定める。 

 

第７章 雑則  

（罰則）  

第32条 第22条第３項（第28条第３項及び第29条第４項におい

て準用する場合を含む。）の規定に違反して秘密を漏らした

者は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

 

（規則への委任）  

第33条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し

必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、平成31年１月１日から施行する。  

（準備行為）  

２ 市は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前

においても、第11条の規定の例により、障がいを理由とする

差別に関する相談体制を整備することができる。 

 

３ 市長は、施行日前においても、第５章の規定の例により、

推進会議の委員の任命並びに組織及び運営に関し必要な行為

をすることができる。 

 

４ 市長は、施行日前においても、第６章の規定の例により、

審査会の委員の任命並びに組織及び運営に関し必要な行為を

することができる。 

 

（検討）  

５ 市は、この条例の施行後３年を経過した場合において、こ

の条例の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、

この条例の規定について検討を加え、その結果に基づき必要

な措置を講じるものとする。 

 

 


